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福島第一原発事故に伴うモニタリング強化の見直しについて 

 

 愛媛県では、東京電力㈱福島第一原発事故に伴う、県内への影響把握のため、環境モニタリング

の強化を行い、毎日、県ホームページで結果を公表している。 

このうち、文部科学省の依頼により監視強化している項目について、同省から、放射性物質の放

出が十分に小さくなっていること、環境試料中の放射能量が大幅に減少し、現行の測定精度では不

検出となっていること等から現行のモニタリングを見直す旨の通知があった。 

県としては、国が示した理由に加え、県内では、６月以降強化項目で放射性物質が検出されてい

ないことから、本通知にあわせ、以下のとおり現行のモニタリングを見直すこととする。 

なお、この措置については、福島第一原発の状況等から、再度監視の強化が必要となった場合に

は、適宜見直す。 

１ 内容 

現 状 見直し後（下線部が変更事項） 測定項目 指示 
等 調査地点 調査頻度 公表頻度 調査地点 調査頻度 公表頻度 

空間線量率（水
準調査用ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞﾎﾟｽﾄ） 

国 衛生環境
研究所 

毎正時 毎日 衛生環境
研究所 

毎正時 毎日(土日祝日
分は翌平日に
公表) 

空間線量率（監
視調査用ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞﾎﾟｽﾄ､同ｽﾃｰｼ
ｮﾝ）※１ 

県 伊方町 
(８か所) 

毎正時 毎日 伊方町 
(８か所) 

毎正時 毎日(土日祝日
分は翌平日に
公表) 

空間線量率（可
搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟ
ｽﾄ） 

県 四国中央
市 

毎正時 環境安全
管理委員
会等 

測定終了 

空間線量率（ｻ
ｰﾍﾞｲﾒｰﾀ） 

国 衛生環境
研究所 

毎日 毎日 衛生環境
研究所 

月１回 測定の都度公
表 

大気浮遊じん 県 原子力ｾﾝ
ﾀｰ 

毎日 毎日 原子力ｾﾝ
ﾀｰ 

１か月に１回
採取・測定※３ 

測定の都度公
表 

原子力ｾﾝ
ﾀｰ 

毎日 毎日 測定終了 定時降下物・降
水 

国 

衛生環境
研究所※２ 

１か月ご
と に 採
取・測定 

測定の都
度公表 

同左 
 

水道水 国 原子力ｾﾝ
ﾀｰ 

毎日 毎日 原子力ｾﾝ
ﾀｰ 

毎日採取、３か
月ごとに測定※
３ 

測定の都度公
表 

海水※１ 県 燧灘、伊
予灘、宇
和海 

５、７、
10、１月 

測定の都
度公表 

同左 

海藻類※１ 

（調査頻度向
上） 

県 伊方町沖 ４、７、
10、１月 

測定の都
度公表 

同左 

無脊椎動物※１ 

（測定核種追
加） 

県 伊方町沖 ４、８、
10、１月 

測定の都
度公表 

同左 

※１ 当該項目については、年度末まで継続のうえ、異常がなければ終了し、通常の監視へ移行。 
※２ 衛生環境研究所において採取している１か月ごとの定時降下物は、通常の水準測定として実施。 
※３ 検出下限値を低くして測定精度を向上。 

２ 移行日 

   平成23年12月28日（水）（12月28日から１月３日までの測定結果の公表は１月４日） 



大気浮遊じん中の人工放射性核種検出状況
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↓ 採取開始



定時降下物中の人工放射性核種検出状況
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平成２３年１２月２２日 

 

「総合モニタリング計画」に基づく、東京電力株式会社福島第一原

子力発電所事故の発生を受けて文部科学省が継続的に実施してい

る放射線モニタリングの見直しについて 

 

事故発生後、文部科学省が継続的に実施している放射線モニタリングの今後の内容につい

て、専門家による検討結果等を踏まえ、「『総合モニタリング計画』に基づく、東京電力株

式会社福島第一原子力発電所事故の発生を受けて文部科学省が継続的に実施している放射線

モニタリングの見直しについて」（別添１）をとりまとめましたので、お知らせいたします。

併せて、放射線の専門家の検討結果をまとめた「東京電力福島第一原子力発電所事故の発生

を受けて文部科学省が継続的に実施している放射線モニタリングの見直しに関する検討につ

いて（報告）」（別添２）についてお知らせいたします。 

 

１．経緯 

○ 「総合モニタリング計画」（平成 23 年 8 月モニタリング調整会議決定）において、7

月までの放射線量の状況やモニタリングポスト整備計画等を踏まえて、継続的に実施し

ているモニタリングに関して、測定頻度、測定精度、調査対象等の調査方法について見

直す旨が示されました。 

○ これを受けて、文部科学省においては、放射線の専門家 8 名を文部科学省技術参与に

任命し、専門的な見地から、文部科学省の行うモニタリングの見直しの方向性について、

全国及び福島県の放射線量の変動の状況や福島県内におけるモニタリングポストの配置

場所の調整状況を踏まえつつ、検討を進めてきました。その結果、「東京電力福島第一

原子力発電所事故の発生を受けて文部科学省が継続的に実施している放射線モニタリン

グの見直しに関する検討について（報告）」としてまとめていただきました。 

○ 前述の専門家の検討結果や関係市町村の意見を踏まえ、文部科学省は、「『総合モニ

タリング計画』に基づく、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の発生を受けて

文部科学省が継続的に実施している放射線モニタリングの見直しについて」をとりまと

めたところであり、これに沿って、文部科学省が継続的に実施している放射線モニタリ

ングの見直しを年明けから順次進めることとしています。 

○ ただし、今後、線量率が急激に上昇するなどの異常事態が発生した際には、速やかに

放射性物質の大量放出に対応した緊急時のモニタリングに転換することとしています。 

    



２．見直しの基本的考え方 

○ 文部科学省は、事故発生後以降、放射性物質の大量放出に対応した緊急時モニタリン

グとして、発電所周辺を中心に、放射性物質による影響と拡散の時間的な変化を詳細に

把握するためのモニタリングを実施してきました（例えば、空間線量率では、同一点に

おいて高頻度のモニタリングを実施。）。 

○ また、これまでの放射線モニタリングの結果などを見ると、現時点においては、原子

炉施設からの放射性物質の放出は減少しており、空間線量率の時間的な変化は極めて小

さくかつ安定している一方で、場所による空間線量の違いは大きい状況にあります。ま

た、環境試料等の放射能量も大幅に減少してきている状況です。 

○ これらの状況を踏まえ、放射性物質の大量放出に対応した緊急時モニタリングから、

周辺環境における全体的な影響を評価し、今後の対策の検討に資するためのモニタリン

グに移行することが適切であり、今後は、短期間ではなく、中長期的な視点から、放射

性物質の拡散状況をよりきめ細かく把握することに力点を置いたモニタリングに転換

していきます。 

・空間線量の測定は、より広域かつ面的にきめ細かくするとともに、自動化を促進し、

これに併せて人による測定は頻度を縮減。 

・環境試料の測定は、測定精度の向上や、対象の重点化を図るとともに、これに併せて

測定頻度を縮減。 

 

 

 

 

＜担当＞ 文部科学省 原子力災害対策支援本部 

     堀田（ほりた）、奥（おく）（内線 4604、4605） 

   電話：03－5253－4111（代表） 

      03－5510－1076（直通） 
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